
 

 

（ 続紙 １ ）                             

京都大学 博士（経済学） 氏名 宇都宮 浄人 

論文題目 
 

地域公共交通の統合的政策：日欧比較からみえる新時代 
 

（論文内容の要旨） 
本論文は、人口100万人未満の地方都市や大都市周辺における地域に焦点を当て、

人口減少や自家用車が普及した今日、地域公共交通に対してどのような制度や政策が
必要なのかを検討する。そうした問いに答えるため、本論文では、2000年前後から現
在までの日欧の制度や政策を比較し、さらに、地域公共交通の価値や政策効果につい
て実証分析を行うことで、政策の方向性を提示しようというものである。 

まず、第1章で本論文の問題意識を述べた後、第2章と第3章で、法律や各種の公的
な報告書、先行研究を踏まえ、2000年以降の日本の地域公共交通政策を検討する。そ
こでは、政府、地方自治体が、従前に比べ、交通と都市計画を一体化させる形で積極
的に関与し、新たな制度作りを模索していることを確認する。 

次に、第4章と第5章では、ドイツ、イギリス、フランス、EUの政策を概観したうえ
で、欧州では、持続可能な社会に向けて、地域公共交通の「統合的政策（integrated
 policy）」を推進してきたことを、「統合」という概念やその効果も議論しなが
ら、検討を進める。第6章ではオーストリアに焦点を当てて、地域公共交通政策の制
度と財政支援構造について、各種予算書と法律、現地での聞き取り調査を基に、2010
年頃からの変化を分析する。オーストリアに関しては、国内外とも研究事例は少ない
が、地域公共交通の再生と整備の手法について、日本の参考になることが期待され
る。 

第7章では、標準的な評価手法として用いられている費用便益分析について、その
意義と限界を確認したうえで、第8章から第10章にかけて、伝統的な便益計算に含ま
れない幅広い便益について実証分析を行う。まず、第8章では、鉄道の「レールボー
ナス」といわれる固有の価値について、日本とオーストリアの7地域の鉄道沿線で仮
想的市場評価法を用いた調査を行い、鉄道がバスに比べて、オプション価値や非利用
価値を含む一定の割増価値があることを示す。第9章では、公共交通とソーシャル・
キャピタルとの関係を整理したうえで、マクロデータを用いて両者に相関関係がある
ことを示す。第10章では、日本とオーストリアの4つの地域公共交通沿線でアンケー
ト調査を行い、地域公共交通のサービス改善や新規サービスが、沿線住民の行動変
化、さらには他人との関係の変化をもたらしていることを確認する。これらによっ
て、地域公共交通がソーシャル・キャピタルの醸成に寄与していることが示唆され
る。 

さらに、第11章では、地域公共交通の需要について、日本、ドイツ、フランスを対
象に需要関数の分析を行い、地域公共交通の利用者を増加させるためには、個々の交
通モード単位での運賃政策やサービスだけではなく、自家用車との関係、鉄道との関
係など、全体を統合した政策が必要であることを明らかにする。 

第12章は、上記分析を踏まえ、日本の地域公共交通政策の課題として、独立採算制
原則の再検討、予算配分の見直し、統合という視点の導入が必要であることを議論
し、本論文を総括する。 



 

 

（続紙 ２ ）                            

（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、衰退する日本の地域公共交通の問題について、広範な文献調査とデー

タ収集に基づき、日欧の制度や政策展開を比較整理するとともに、地域公共交通の
意義や政策効果の実証分析を行うことで政策提言を行う、野心的な論文である。 

本論文における学術的貢献は大きくは３点である。 
第1に、日欧比較に関する研究潮流の中で、国内外とも研究が少ないオーストリア

について、法律、予算書、現地聞き取り調査を踏まえ、制度と政策を詳細に明らか
にしたことである。同国では2000年頃から地域公共交通の制度整備や投資を行って
きたが、複雑な財政支援構造を解きほぐし、支出額の変化を時系列的に整理して検
証するなど、日本の政策展開との差を明らかにしており、示唆に富むものとなって
いる。 

第2に、地域公共交通のもたらす効果について、国内外でアンケート調査を精力的
に実施し、定量化が難しいとされる価値や効果を実証したことである。この点はさ
らに2点に分けることができる。 

１つは、CVM(仮想的市場評価法)を用いた地域鉄道の価値の測定である。これにつ
いては、既存研究が価値の金額を測定したアドホックな事例研究になっているのに
対し、本論文の独創性は、バスとの関係でみた相対的な価値を測定するという簡易
な手法で、国内外各地の鉄道沿線で統一的な調査を行い、比較可能な複数のケース
の数値を示している点である。 

もう１つは、公共交通のソーシャル・キャピタルに対する効果の実証である。
ソーシャル・キャピタルについては、先行研究において交通との関係性が指摘され
つつも、国内外とも実証研究が少なかった。これに対し、本論文は、全国レベルの
２つの調査から県別データを整理し、公共交通や自家用車の普及がソーシャル・
キャピタルとの間に相関関係があることを統計的に確認している。また、両者の因
果関係については、公共交通の整備で大きくサービスが改善されたケースに着眼
し、国内外の複数の沿線アンケ―ト調査から、公共交通整備がソーシャル・キャピ
タルを醸成する可能性を実証している。 

第3の貢献は、地域公共交通の需要関数の比較分析である。こちらは、県（州、都
市圏）単位のパネルデータを整理した回帰分析で、手法は先行研究に則ったオーソ
ドックスなものであるが、近年、需要関数の研究成果があまりみられない中、3か国
を比較する形で新たな知見を提供している。特に、フランスの軌道系の導入効果
や、日本における鉄道との補完関係の提示、補助金の効果など、地域公共交通を統
合的政策の下、積極投資していくべきという著者の論旨を裏付けるものとなってい
る。 

一方、本論文には課題も残されている。実証分析で用いられているCVMはその有効
性に対しては議論が多く、結果を一般化するためにはさらなる調査が必要である。
公共交通の整備が沿線住民の行動等に与える影響の分析では、変化の有無に加え、
変化の程度がわかれば、さらに説得力を増す。また、本論文では、地域公共交通の
投資効果を強調しているが、その財源については、道路予算以外の言及がなく、財
政面での議論が求められる。さらに、独立採算制の見直しなどの「統合的政策」と
いう提言を実現させるためには、著者も述べているとおり、合意形成について、議
論を深める必要がある。 

もっとも、これら課題が本論文の本質的な価値を低下させるものではない。論文
申請者が今後とも追加の研究を行うことによって、日本の地域公共交通の制度と政
策に対し、さらに説得力のある議論を展開することが期待される。 

よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。ま



 

 

た、令和3年1月19日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、
合格と認めた。 

 
 



学 識 確 認 の た め の 試 問 の 結 果                     

氏   名 宇都宮 浄人 

（試問の科目・方法・判定） 

   （科  目） （方  法）  （判  定） （備    考） 

専攻学術 

交通経済学 口頭  合格 

環境経済学 口頭  合格 

都市経済学 口頭  合格 

外 国 語 

英語 口頭  合格 

(試問の結果の要旨) 

  上記のとおり、専攻学術及び外国語の学力に関する試問の結果、本学大学院 

博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認した。 

 ２０２１ 年 １ 月 ２７ 日 

    試問担当者氏名 

文 世一 

諸富 徹 

森 知也 

様式７（論文博士）
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